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　東京都議会選挙は、1943 年 9 月 13 日、旧憲法下において先ず、定数 120 人で行われた。
戦後では、47 年 4 月 30 日、第 1 回選挙が定数 120 人で実施された。表１は 47 年以降の
都議会選挙における政党別の当選状況である。47 年、第 1 回選挙が行われて以降、63 年
の第 5 回選挙まで、都議会選挙は統一地方選挙で実施され、65 年の第 6 回選挙から統一
地方選挙を離れ、その 2 年後に行われることになった 3）。表 1 によれば、多数党の存在期
間が極めて少なく、選挙レベルにおける政党数は 3 党から 5 党まで多党化状態にあった 4）。
　一方、表2は知事選挙の選挙連合を示す。知事選挙の対立軸は、59年選挙まで「保守」と「革




























































































































































































































































































































　高速電車事業、いわゆる地下鉄は 2016 年 4 月現在、13 路線が敷設されており、その内
9 路線が東京メトロの経営下にあり 4 路線が東京都営になっている。都営地下鉄は、54 年
の都議会第一定例会で都営地下鉄の建設が決議され、58 年 3 月 1 日、第１号線として現
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① 1960 年 12 月の運賃設定 7）（東 知事 1 期）









② 1967 年 10 月の運賃値上げ 8）（美濃部都政 1 期）











③ 1973 年 1 月の運賃値上げ（美濃部都政 2 期 9））
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・審議結果：1973 年 1 月から値上げで成立 10）
・反知事派の自民の意向が反映
④ 1974 年 10 月の運賃値上げ（美濃部都政 2 期 11））







・審議結果：付帯決議によって成立、74 年 10 月から値上げ実施
・付帯決議：弱者救済措置の拡大に配慮すること
・公明、共産（ただし知事派）の 2 党の意向が反映
⑤ 1977 年 5 月の運賃値上げ（美濃部都政 3 期 12））



















⑥ 1978 年の 10 月の運賃値上げ（美濃部都政 3 期 13））
・1978 年第二回定例会（6 月 13 日～ 7 月 10 日）





















⑦ 1981 年の 5 月の運賃値上げ（鈴木都政 1 期 14））
・1980 年第四定例会（12 月 5 日～ 18 日）

















・審議結果：140 円の値上げ幅を縮めて 120 円に修正して可決
・付帯決議：1）財政再建計画に示された内部努力を完全に実施をすること
・反知事派の新自由クの意向が反映
⑧ 1984 年 7 月の運賃値上げ（鈴木都政 2 期 15））


















・知事派の民主クラブの意向が反映（ただし知事派内では少数 14 議席 /92 議席）
⑨ 1985 年 4 月の運賃値上げ 16）（鈴木都政 2 期）
・1985 年の第一定例会（2 月 28 日～ 3 月 28 日）













・知事派とはいえ少数の民社の意向が反映（3 議席 /95 議席）
⑩ 1995 年 3 月の運賃値上げ（鈴木都政 4 期 17））
・1989 年第一定例会（2 月 28 日～ 3 月 30 日）
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・多数党：なし　自民、社会、民社（知事派、3 党で多数）
・審議結果：1992 年 4 月から値上げ、ただし、消費税の転嫁は初乗り以外で実施すること
・知事派の一角の意向が反映
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